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２００３年（H15） 総務省入省

地方債制度、公会計、予算・決算調製など主に地方
財政分野に従事。

山梨県庁（H15‐17）、高知県庁（H22‐24）にも勤務

高知県では、中心商店街の活性化や地域福祉など
の分野で、現場での政策立案や予算編成を担当。

米・コロンビア大学国際関係・公共政策大学院
（Columbia University, School of International and 
Public Affairs）で公共経営を専攻。ニューヨーク市財
務部局のコンサルティングプロジェクトに携わる。
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総人口：７６,４４５６人（H22国勢調査） 全国４５位

人口密度：１０７．６人/㎢ 全国４３位

高齢化率：３０．１％（H24） 全国２位

製造品出荷額：４,６８０億円（H23） 全国４７位

一人当たり県民所得：２１９．９万円（H23) 全国４６位

5



人口が少ない

→経済規模が小さい、税収少ない、脆弱な財政基盤

高齢化率が高い＝生産年齢人口が少ない

→経済規模の縮小、若者の県外流出、社会保障負担が重い

人口密度が低い＝過疎化

→行政サービス提供コストの増嵩、中山間地域の衰退

製造品出荷額が低い、県民一人あたり所得が低い

→産業集積が少ない、更なる人口減少を招く可能性、

脆弱な財政基盤
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ヒト
•組織マネジメント

•執行機関

•定員管理 など

カネ
•財政運営（予算、決算
など）

•資金調達 など

モノ
•公共施設の管理運営

•インフラマネジメント

住民
行政

警察
消防

福祉 教育
社会
資本

産業
振興

国 • 地方行政制度（地方分権、道州制、
大都市制度、地方中枢都市等）

• 地方財政 ・PPP／PFI
・指定管理者制度
・市場化テスト

・議会
・直接請求 など

・監査制度
・政策評価
・財務分析

公共部門を通じた社会全体の公共サービスの質の向上！

事業（公共サービス）

限られた資源の下で、
最大限の成果を上げる
政策選択



Ⅰ 地方行財政制度を中心とした行政の仕組み

①わが国の地方自治体をとりまく制度の現状

地方行財政制度の基本的な仕組み、地方分権改革や道州制、大
都市制度、地方中枢都市等の最近の動き

②各地方自治体における運営の基本（制度）

執行機関、組織、議会との関係、監査制度 等

Ⅱ 自治体経営における課題とこれに対する方策

指定管理者制度、PPP／PFI等の民間との連携

政策評価や公会計等を活用した行政改革

公共施設マネジメント等の動き 等 ※講義日程は別紙
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レポート（個人課題×２）

グループワーク（事例研究）

授業への参画を加味
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＜レポート＞

 第３回及び第６回に出題予定（翌週提出）

 具体的なケースについて、２～３枚程度の政策提言をまとめる形で提出。

 実効性があり、訴求力のある提言をまとめる力を身につけることが目的。

＜グループワーク＞

 ３人１組のグループで取り組む。

 課題として出された具体的なケースについて、調査し、グループで議論の上、第１
０回においてプレゼンテーションを行う。（課題・グループは第２回に決定）

 併せて報告書も提出。

 グループ討議の中で、柔軟な発想力や意見調整力、また対外的な発進力などを身
につけることが目的。
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－公共経営を考えるにあたって－
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○ 我が国の総人口は、2004年をピークに、今後100年間で100年前（明治時代後半）の水準に戻っ
ていく。この変化は、千年単位でみても類を見ない、極めて急激な減少。

我が国における総人口の長期的推移

出典：「国土の長期展望」中間とりまとめ 概要（平成23年２月21日国土審議会政策部会長期展望委員会） 12
総務省講演資料より
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第１回まち・ひと・しごと創生会議事務局資料（H26.9.19)



○ 我が国の総人口は、2050年には9,515万人となり、約3,300万人（約25.5％）減少。
○ 高齢人口が約1,200万人増加するのに対し、生産年齢人口は約3,500万人、若年人口は約900万
人減少。その結果、高齢化率は約20％から約40％に上昇。

我が国における総人口の推移（年齢３区分別）

出典：「国土の長期展望」中間とりまとめ 概要（平成23年２月21日国土審議会政策部会長期展望委員会） 14

総務省講演資料より
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第１回まち・ひと・しごと創生会議事務局資料（H26.9.19)



○ 2050年までに、現在、人が居住している地域の約２割が無居住化。
○ 現在、国土の約５割に人が居住しているが、約４割にまで減少。

居住地域・無居住地域の推移

出典：「国土の長期展望」中間とりまとめ 概要（平成23年２月21日国土審議会政策部会長期展望委員会） 16

資源

総務省講演資料より
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経済財政諮問会議第１回「選択する未来」委員会増田委員提出資料
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経済財政諮問会議第１回「選択する未来」委員会増田委員提出資料
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経済財政諮問会議第１回「選択する未来」委員会増田委員提出資料
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経済財政諮問会議第１回「選択する未来」委員会増田委員提出資料



【現状分析】
Ⅰ将来の人口減少動向は３つのプロセスを経て、高齢者すら多くの地域で減少していく。大都市や中核市は第一段
階にあるのに対して、地方では既に第二段階、さらには第三段階に差し掛かっている地域もある。

第一段階：老年人口増加＋生産年齢・年少人口減少

第二段階：老年人口維持・微減＋生産年齢・年少人口減少

第三段階：老年人口減少＋生産年齢・年少人口減少⇒恒常的に老年人口でさえ減少する本格的な人口減少時代

※地方での高齢者人口が減少するため、医療・介護サービスが過剰気味となり、雇用吸収力が減少することで、人材が大量に東

京圏へ流出する可能性が高く、将来急激な人口減少を招く可能性（社人研推計よりも深刻な事態に）。

Ⅱ ２０４０年（平成５２年）までに出産可能年齢（２０～３９歳）の女性が５割以上減少する市区町村は、いくら出生率
を引き上げても、若年女性減少によるマイナス効果がそれを上回るため、人口減少が止まらず、「消滅可能性」が
高いと言わざるを得ない。
※もし人口を維持しようとすると、出生率を直ちに２．８～２．９という非現実的な水準まで引き上げる必要がある。
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【増田氏の見解】
○ 本格的に迎える人口減少社会の中で豊かさをどう実現していくか、長期的視点で現状を直視する必要。

○ 人口減少の進展により、地域コミュニティ機能の低下だけではなく、医療・教育といったサービスが維持できなくな
る。

○ 遠隔医療・集落移転などの政策は、地域機能の維持には有効だが、いずれにせよ「受け身」の政策。
○ 中長期的に、地方が持続可能な経済社会構造を構築する施策として、広域の地域ブロックごとに、人口減少を防

ぐとともに、それぞれの地域が自らの多様な力を振り絞って独自の再生産構造を創る人口・国土構造を構築すべ
き。

○ 地域ブロック単位の地方中核都市が重要。資源や政策を集中的に投入することで、地方が踏ん張る拠点を設け
るべき。

○ 従来の「地方分権論」を超えた論議が必要。
総務省講演資料より
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出典：「ストップ少子化・地方元気戦略」（平成26年５月８日 日本創成会議・人口減少問題検討分科会）
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出典：「ストップ少子化・地方元気戦略」（平成26年５月８日 日本創成会議・人口減少問題検討分科会）
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出典：「ストップ少子化・地方元気戦略」（平成26年５月８日 日本創成会議・人口減少問題検討分科会）



26
出典：「ストップ少子化・地方元気戦略」（平成26年５月８日 日本創成会議・人口減少問題検討分科会）
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出典：「ストップ少子化・地方元気戦略」（平成26年５月８日 日本創成会議・人口減少問題検討分科会）
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全国知事会「次世代を担う『人づくり』に向けた少子化対策の抜本強化」 H26.7.15
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全国知事会「次世代を担う『人づくり』に向けた少子化対策の抜本強化」 H26.7.15
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全国知事会「次世代を担う『人づくり』に向けた少子化対策の抜本強化」 H26.7.15
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全国知事会「次世代を担う『人づくり』に向けた少子化対策の抜本強化」 H26.7.15
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全国知事会「次世代を担う『人づくり』に向けた少子化対策の抜本強化」 H26.7.15
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全国知事会「次世代を担う『人づくり』に向けた少子化対策の抜本強化」 H26.7.15
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首相官邸HP http://www.kantei.go.jp/jp/singi/sousei/dai1/siryou3.pdfより
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内閣官房HP www.cas.go.jp/jp/houan/140929_1/gaiyou.pdfより
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単一主権国家・連邦制国家

→ 日本は単一主権国家

政府体系

→ 日本は三層制 cf. 英は二層or三層

仏は四層、韓国は三層

分権・分離型－アングロサクソン系

集権・融合型－大陸系

→ 日本は集権・融合型→分権・融合型？

cf. 集権的分散システム
38



・分権型－国の下部組織が簡素であるために、これが早くから広域自治体に転化したこと、

警察が市町村の所管事項とされたこと

・集権型－封建時代の地域区分が意図的に解体されて自治体が作られる、国と市町村の

中間の府県が国の下部機構であった、警察が国家警察として整備

・分離型－自治体への授権が制限列挙方式であり、自治体への国の統制が立法的統制

と司法的統制が中心

国と広域自治体は地方出先機関を設置、内政の総括官庁たる内務省が設置

されない

・融合型－自治体への授権が概括授権方式（概括例示方式）、国の事務権限は地方総合

出先機関たる府県を通して執行

自治体である市町村又はその執行機関に委任して執行させる、内務省を設置

○「集権・分権」の軸と、「集中・分散」の軸

・集中・分散－政府体系を構成する各級政府が人々に提供する行政サービスの提供義務

が上級の政府に留保されている度合いが強いほど集権的システム、その逆

が分散的システム

・集権・分権－提供義務の実質的な決定権が上級政府に留保されている度合いが強いほ

ど、集権、その逆が分権的システム
39
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 1868年（Ｍ元） 政体書布告、府藩県三治の制

 1869年（Ｍ２） 版籍奉還

 1871年（Ｍ４） 廃藩置県

 1878年（Ｍ11） 三新法制定

 1886年（Ｍ19） 地方官官制（勅令）

 1888年（Ｍ21） 市制・町村制

 1890年（Ｍ23） 帝国議会開設

府県制・郡制

 1923年（Ｔ12） 郡制廃止
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1946年（S21） 日本国憲法

1947年（S22） 地方自治法

1999年（H11） 地方分権一括法制定、翌年4月施行
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① 国と地方は別の法人格を持つ。地方自治の仕組みや国と地
方の関係は、地方自治法に定められている。

② 地方公共団体は、２層制である。

③ 地方公共団体は、公選された議員による一院制の議会を持
ち、予算の議決等のほか、法律の範囲内での立法権限を有
している。

※国は、衆議院と参議院の二院制

④ 行政の執行は、直接選挙される首長により行われている。
（いわゆる大統領制）

※教育、警察等は、行政委員会制度
※国の行政執行は、議院内閣制

⑤ 地方公共団体が担任する事務・事業のウェイトが高い。
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第８章 地方自治

第９２条 地方公共団体の組織及び運営に関する事項は、地方自治の本旨に基いて、
法律でこれを定める。

（※地方自治法、地方公務員法、地方財政法、地方税法、公職選挙法など）

第９３条 地方公共団体には、法律の定めるところにより、その議事機関として議会
を設置する。

② 地方公共団体の長、その議会の議員及び法律の定めるその他の吏員は、その
地方公共団体の住民が、直接これを選挙する。

第９４条 地方公共団体は、その財産を管理し、事務を処理し、及び行政を執行する権
能を有し、法律の範囲内で条例を制定することができる。

第９５条 一の地方公共団体のみに適用される特別法は、法律の定めるところにより、
その地方公共団体の住民の投票においてその過半数の同意を得なければ、国会は、
これを制定することができない。
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総務省HPより



第一編 総則
• 地方公共団体の種類
• 「国と地方の役割分担」について
• 自治事務と法定受託事務
• 地方公共団体が担う主な事務
• 市と町村の主な相違点

第二編 普通地方公共団体
○条例及び規則
○直接請求
○議会
• 議員の選出
• 議員定数・議員の報酬等
• 議員の兼職・兼業の禁止
• 議会の権限
• 議会の議決権
• 議会の執行機関等に対する監視機能
• 委員会制度
• 議会の運営

○執行機関
• 地方公共団体の執行機関
• 長とその組織

○委員会及び委員
• 委員会及び委員と長との関係
• 監査委員の役割・構成

○地域自治区制度
46

○財務
• 予算・決算
• 財産制度
• 入札・契約制度
• 住民監査請求・住民訴訟制度

○公の施設
• 公の施設の指定管理者制度

○国と普通地方公共団体との関係及び普通地方公共団体
相互間の関係
• 普通地方公共団体に対する国又は都道府県の関与
• 国地方係争処理委員会・自治紛争処理委員

○大都市等に関する特例
○外部監査契約に基づく監査

第三編 特別地方公共団体
• 特別区
• 地方公共団体の組合
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Ａ／Ｂ

都道府県 人口 東京都 13,159,388 鳥取県 588,667 22.4

東京を除く 神奈川県 9,048,331 鳥取県 588,667 15.4

47 面積 北海道 83,456.87 香川県 1,862.30 44.8

北海道を除く 岩手県 15,278.89 香川県 1,862.30 8.2

市町村 人口 横浜市 3,688,773 東京都青ヶ島村 201 18,352.1

1719 面積 岐阜県高山市 2,177.67 富山県舟橋村 3.47 627.6

（指定都市） 人口 横浜市 3,688,773 岡山市 709,584 5.2

20 面積 静岡県浜松市＊ 1,558.04 川崎市 142.70 10.9

（中核市） 人口 千葉県船橋市 609,040 北海道函館市 279,127 2.2

41 面積 富山県富山市＊ 1241.85 兵庫県尼崎市 49.97 24.9

（特例市） 人口 埼玉県川口市 500,598 神奈川県小田原 198,327 2.5

40 面積 長野県松本市 978.77 大阪府寝屋川市 24.73 39.6

（一般市） 人口 東京都八王子市 580,053 北海道歌志内市 4,387 132.2

市総計789 面積 岐阜県高山市 2,177.67 埼玉県蕨市 5.10 427.0

（町村） 人口 岩手県滝沢村 53,857 東京都青ヶ島村 201 267.9

町746　村184 面積 北海道留別村＊ 1,450.24 富山県舟橋村 3.47 417.9

名称、指定都市、中核市、特例市は、平成24年1月4日現在

人口：平成２２年国勢調査人口（人）

面積：平成２２年１０月１日現在・国土地理院「全国都道府県市区町村別面積調」（㎢）

＊は境界未確定のため参考数値

最大（Ａ） 最小（Ｂ）
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総務省HPより
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総務省HPより
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総務省HPより
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知事
副知事

総務部

企画部

生活環境部

健康福祉部

商工労働部

農林水産部

土木部

出納局

公営企業管理者 企業局

教育委員会

選挙管理委員会

人事委員会

公安委員会

地方労働委員会

監査委員

市長
副市長

総務課

税務課

市民課

商業観光課

農政課

保健福祉課

建設課

消防本部

公営企業管理者 企業局

教育委員会

選挙管理委員会

人事委員会

農業委員会

固定資産評価審
査委員会

監査委員

県の行政機構（例） 市の行政機構（例）

○ 地方公共団体の内部組織は、条例で定めることができる。

○ 都道府県の副知事及び市町村の副市町村長の定数は条例で定め、任命については、議会の同
意を得て、都道府県知事及び市町村長がそれぞれ任命。

○ 各部・課等の長は一般職であり、都道府県知事及び市町村長がそれぞれ任命。
○ 教育委員会等の委員は、議会の同意を得て、都道府県知事及び副市町村長がそれぞれ任命。



都道府県 市町村
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公職の候補 任期 定数 選挙区 被選挙
権

選挙権 選挙期間

都道府県知
事

４年 １人 － ３０歳以
上

２０歳以
上の住民

１７日

市町村長 ４年 １人 － ２５歳以
上

２０歳以
上の住民

指定都市 １４日
市 ７日
町村 ５日

都道府県議
会議員

４年 条例で規定 原則として市、区又
は郡

２５歳以
上の住
民

２０歳以
上の住民

９日

市町村議会
議員

４年 条例で規定 原則なし（指定都市
は区）

２５歳以
上の住
民

２０歳以
上の住民

指定都市 ９日
市 ７日
町村 ５日

衆議院議員 ４年
ただし、
解散
あり

４８０人
小選挙区 ３００人

比例代表区 １８０
人

小選挙区 ３００区
（１人区）

比例代表区 １１区
（広域ブロック、６～２９
人）

２５歳以
上

２０歳以上 １２日

参議院議員 ６年
ただし、
３年ご
とに半
数改選

２４２人
小選挙区 １４６人
比例代表区 ９６人

選挙区 ４７区（都道
府県１～４人区）

比例代表区 １区（全
国 ４８人）

３０歳以
上

２０歳以上 １７日

（参考）
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平成24年度の国内総支出と地方財政 平成24年度の公的支出の状況

公的支出の推移

○ 国民経済の面から地方財政についてみると、国内総支出の中では全体の11.6％を占めている。
○ 公的支出の中では、最終消費支出の34.7％、総資本形成の11.9％、合計で46.6％を分担しており大きな

役割を果たしている。
○ しかも、地方財政を通じる支出は、国土全般に遍く行き渡るものであり、各地域社会に及ぼす経済効果

は極めて大きく地域経済は地方財政の動向と密接なかかわりを持っている。
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分 野 公 共 資 本 教 育 福 祉 そ の 他

○高速自動車道 ○大学 ○社会保険 ○防衛
国 ○国道 ○私学助成（大学） ○医師等免許 ○外交

○一級河川 ○医薬品許可免許 ○通貨

○国道（国管理以外） ○高等学校・特別支援学 ○生活保護 町村の区域 ○警察（ ）
都 ○都道府県道 校 ○児童福祉 ○職業訓練

○一級河川 国管理以外 ○小・中学校教員の給与 ○保健所（ ）
道 ○二級河川 ・人事

地 ○港湾 ○私学助成（幼～高）
府 ○公営住宅 ○公立大学（特定の県）

○市街化区域、調整区域
県 決定

○都市計画等 ○小・中学校 ○生活保護（市の区域） ○戸籍
方 市 （用途地域、都市施設） ○幼稚園 ○児童福祉 ○住民基本台帳

○市町村道 ○国民健康保険 ○消防
町 ○準用河川 ○介護保険

○港湾 ○上水道
村 ○公営住宅 ○ごみ・し尿処理

○下水道 ○保健所（特定の市）
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○　国と地方の役割分担（平成24年度決算）
　＜歳出決算・最終支出ベース＞

（注）（　　）内の数値は、目的別経費に占める国・地方の割合
計数は精査中であり、異動する場合がある。

(79)

(74)

(76)

国
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開

発

費

(77)
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害

復

旧

費

等

(37)
農
林
水
産
業
費

(61)

商

工

費

(87)

学

校

教

育

費

(74)

社
会
教
育
費
等

(72)

民

生

費

（
年
金
関
係
除
く
）

(38) (38)

公

債

費

(96)

恩

給

費

(62)(18) (21)(100)(26) (24)

(23)

(63) (13) (26) (28)

(100)

民

生

費

の

う

ち

年

金

関

係

(2)

(62)

(4)
(0.02)

(99.98)

機関費

10.6%

国土保全

及び開発費

10.2%

産業

経済費

8.2%
教育費

12.1%

社会保障関係費

32.7%
恩給費

0.4%

公債費

20.9%
その他

2.1%

(39)

防
衛
費

合計

(42)

(58)

地
方

国

司

法

警

察

消

防

費

(82)

一

般

行

政

費

等 国
土
保
全
費

防衛費

2.9%

(98)

衛
生
費

住
宅
費
等

163.7兆円

68.3兆円

95.5兆円

○ 我が国の内政を担っているのは地方公共団体であり、国民生活に密接に関連する行政は、そのほとん
どが地方公共団体の手で実施されている。

○ その結果、政府支出に占める地方財政のウエイトは国と地方の歳出決算・最終支出ベースで約３／５
となっている。

総務省HPより



○住民基本台帳事務

住民を統一的に記録する住民基本台帳制度は、市町村が実施。

○戸籍事務

出生、死亡、親子、夫婦、国籍等国民の身分関係を記録する戸籍制度は、市町
村が実施。

○旅券事務

日本人が外国に入国・滞在する際の身分証明書の役割を果たすパスポートの交
付事務は、都道府県が実施。
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○社会福祉行政

都道府県及び市町村は、生活保護、保育所等の児童保護、高齢者福祉、心身障
害者福祉を実施。

○社会保険行政

国民健康保険及び介護保険は、市町村が実施主体。

○衛生行政

伝染病予防、食品衛生等の衛生行政の多くは、保健所を有する都道府県又は
市町村が実施。また、多くの地方自治体が病院を経営。

○廃棄物行政

清掃行政は市町村が実施。産業廃棄物行政は都道府県が実施。 59



○義務教育（小学校及び中学校）

小学校及び中学校の大半は、市町村が設置・運営。

市町村立の義務教育学校の教職員の給与は、都道府県が支給。

都道府県及び市町村におけるこれらの事務は、教育委員会が担当。

○後期中等教育（高等学校）

高等学校の多くは公立であり、その多くは都道府県が設置・運営。

○大学（高等教育）

いくつかの地方公共団体は、公立の大学や短期大学を設置・運営。

○その他
地方公共団体は、幼稚園を設置したり、私立学校を監督・支援したり、社会教育等を
実施。（→ 公立図書館行政はここに位置づけられる。）
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○警察

警察行政は、そのほとんどすべてを都道府県が実施。

都道府県には、公安委員会と警察本部があり、その下に警察署、派出所、駐在所
が設置。特に派出所は「交番」として地域に親しまれる存在。

警察本部長や警察本部の上級幹部は、警察庁長官が任命する国家公務員。

○消防

消防、救急搬送等の消防行政は、そのほとんどを市町村が実施。
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○地方公共団体は、都市計画や関連する整備基本計画を定め、各種都市施設
の整備、面的開発・造成事業等を推進。

○具体的には、道路の建設・改良、河川や港湾の管理、海岸保全、公営住宅の
建設・管理、都市計画の決定、下水道、街路、公園などの整備。

○これらの仕事のうち、広域にわたるもの、大規模なものは都道府県が、それ以外
のものについては市町村が担当。

○（例）道路の場合

道路には、高速自動車国道、一般国道、都道府県道及び市町村道の4種類有り。
その総延長は100万kmを超えているが、国道はその1割未満。

さらには、それらの国道の多くは都道府県が管理。
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○地方公共団体は、農業、林業、水産業、商業、工業など、幅広い産業振興
行政を実施。

○農林水産業については、消費者への農産物などの安定した供給等のため、
各種の計画を策定、指導を実施。また、田畑の改良、新技術開発、特産物
の開発を推進。

○商工業については、各種の融資や指導を実施するほか、新技術の開発や、
工業団地や工業用水の整備などを実施。

○消費者行政も実施。
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○ 我が国の財政は、最終支出ベースにおける国と地方の比率と、国民が負担する租税収入の配分における国と地方
の比率が逆転しており、両者の間に大きな乖離が存在。

○ 地方歳入中の地方税の収入ウエイトは約４割。歳出規模と地方税収のギャップ（国庫支出金、地方交付税）が地
域における受益と負担の関係を希薄化し、歳出増に抑止力が働きにくいとの指摘。

○ 地方分権を推進するためには、国と地方の役割分担の大幅な見直しと併せて、地方が自由に使える財源を拡充す
るという観点から、国・地方間の税財源の配分のあり方を見直すことが必要。

(1) 国・地方間の財源配分(平成24年度)

国民の租税（租税総額＝80.8兆円）

国税（47.0兆円）
58.2％

地方税（33.8兆円）
41.8％

国の歳出(純計ベース)
68.3兆円
41.7％

地方の歳出(純計ベース)
95.5兆円
58.3％

地方交付税
国庫支出金等

国民へのサービス還元
国と地方の歳出総額(純計)＝163.7兆円

国：地方

５８：４２

４２：５８

地方歳入99兆8,429億円

(2) 地方歳入決算の内訳(平成24年度)

地方税

344,608
(34.5％)

地方譲与税
地方特例交付金
地方交付税
206,888
(20.7％)

国庫支出金

154,593
(15.5％)

地方債

123,379
(12.4％)

その他

168,961
(16.9％)

(注)国庫支出金には、国有提供施設等所在市町村助成交付金を含み、交通安全対策特別交付金は除く。

国と地方、地方間における税財源の現状
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